























亡」に関してされる（同法 7 条 1 項 1 号）。労基法上の「業務上の疾病」（同法75条 1 項）は、同条
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起点とした 1 ヶ月単位の連続した期間をみて、①発症前 1 ヶ月間ないし 6 ヶ月間にわたって、 1 ヶ
月当り概ね45時間を超える時間外労働が認められない場合は、業務と発症との関連性が弱いが、お
おむね45時間を超えて時間外労働時間が長くなるほど業務と発症との関連性が徐々に強まる、②発







指針」（平成11年 9 月14日基発第544号（平成21年 4 月 6 日基発第0406001号「心理的負荷による精
神障害等に係る業務上外の判断指針について」により「職場における心理的負荷評価表」を一部改
訂）、「判断指針」と略称）は認定基準の発出の際に廃止された〕。





ら、実際には、F 2 （統合失調症、統合失調型障害及び妄想性障害）、F 3 （気分（感情）障害）及
び F 4 （神経症性障害、ストレス関連障害及び身体表現性障害）として記載されている精神障害で
ある（なお、当該精神障害を発症しているか否かの診断基準には「精神障害の診断・統計マニュア






















くして労災認定される）、②発症直前の連続した 2 ヶ月間に 1 ヶ月当りおおむね120時間以上の法定
時間外労働時間があり、その業務内容が通常その程度の労働時間を要するものである場合、③発症
直前の連続した 3 ヶ月間に 1 ヶ月当りおおむね100時間以上の法定時間外労働時間があり、その業務
内容が通常その程度の労働時間を要するものである場合、には業務起因性を認める取扱がされてい
る。
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期間が満了したことを理由に解雇し又は退職とする場合には、当該疾病が業務上の疾病でないこと
が必要となる。
　ところで、労災民事訴訟事件としての東京地裁平成20年 4 月22日（東芝事件）判決〔労判965号 5





















よって決せられる〔最高裁平成 8 年 1 月23日（地公災基金東京支部長（町田高校）事件）判決（労
































































































エンジニアリング業務に従事していた労働者が 4 ヶ月間に 3 度のブラジル出張をした後に発症した







　大阪地裁平成27年 2 月 4 日（池袋労基署長（光通信グループ）事件）判決（労判1119号49頁）は、

























して東京高裁平成12年 8 月 9 日（中央労基署長（永井製本）事件）判決（労判797号41頁）、大阪高
裁平成12年11月21日（尼崎労基署長（森永製菓塚口工場）事件）判決（労判800号15頁）及び東京
高裁平成24年 6 月 6 日（地公災基金横浜市支部長（横浜市消防職員）事件）判決（労判1054号91頁
（但、事案は消防職員の仮眠中の喘息発作による死亡））がある。









地裁平成18年 9 月 4 日（加古川労基署長（東加古川幼稚園）事件）判決（労判924号32頁、最高裁平













照らして判断する立場に依拠する名古屋高裁平成15年 7 月 8 日（豊田労基署長（トヨタ自動車）う
つ病事件）判決（労判856号14頁）も存する。
　ところで、秋田地裁平成27年 3 月 6 日（秋田労基署長（ネッツトヨタ秋田事件））判決（労判1119




































判決（労判954号31頁）は昇進や出向による精神的緊張に、神戸地裁平成 8 年 4 月26日（加古川労基
署長（神戸製鋼）事件）判決（労判695号31頁）新卒入社 1 年目での初めての海外出張に、東京地裁
平成19年 5 月24日（八王子労基署長（パシフィックコンサルタント）事件）判決（労判945号 5 頁）
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地裁平成16年 3 月 9 日（A 鉄道（B 工業 C 工場）事件）判決（労判875号50頁）及び東京地裁平成














































































































































24年 9 月 7 日（萬屋建設事件）判決（労判1062号32頁）は、水力発電所の建設現場の工事責任者で
ある監理技術者がうつ病を発症して自殺に至った事案につき、工期遅れの許されない中で発注者が
作成した測量図面と実際の齟齬に起因して必要となった設計変更及びこれに基づく業務量の増加と
工期と予算の各管理上の心理的負荷を理由に業務起因性と安全配慮義務の違反を認めた上で、電通
事件最高裁判決を引用して寄与度額を否定しているが、この判断が現在の裁判例の趨勢である。
　こうした中で、東京高裁平成25年11月27日（横河電機（SE うつ病罹患）事件）判決（労判1091号
42頁）は、うつ病を発症したまま休職期間が満了して退職となった SE につき、うつ病が蔓延化し
て長期間に亘って休業を継続したことについては当該労働者個人の素質、ぜい弱性、生活の自己管
理能力が少なからず寄与しているものとみるべきであるとした上で、使用者の安全配慮義務の違反
と損害との相当因果関係の存否について、うつ病の発症から寛解状態が 4 ヶ月継続した時点までは
100％、その後の動揺傾向を示しつつも寛解状態が 1 年継続した時点までは50％の、それぞれ割合的
認定をすると共に、その後の休職期間満了までの損害について否定した。
　この判決については、因果関係の割合的認定の手法によって実質的な寄与度減額を実現したとの
積極的な評価も存しているが、相当因果関係の存否の判断において割合的認定の手法を用いること
については、周知のとおりに通説及び裁判例は概ね否定的であり、本判決については上告及び上告
受理申立がされていることから、相当因果関係の割合的認定に関する最高裁の判断が待たれるとこ
ろである。
